大阪府条例第　　　号

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例
　職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（初任給、昇給、昇格等の基準) 

第五条　（略）
２・３　（略）
４　職員（指定職給料表の適用を受ける職員を除く。）の昇給は、人事委員会規則で定める日（以下「昇給日」という。）に、任命権者（豊中市立学校、池田市立学校、箕面市立学校、豊能町立学校及び能勢町立学校の職員のうち市町村立学校職員給与負担法第一条に規定する職員については、府の教育委員会とする。以下同じ。）が定める期間におけるその者の勤務成績に応じて、行うものとする。
５―７　（略）
８　第四項に規定する期間の全部を良好な成績を上回る成績で勤務した職員（大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号。以下「職員基本条例」という。）第十五条第一項の人事評価の対象となる職員に限り、第七項に規定する職員を除く。）で人事委員会規則で定めるものに係る第五項の規定により決定する昇給の号給数（以下「昇給号給数」という。）は、同項の人事委員会規則で定める基準に従い決定する号給数（以下「基準号給数」という。）に相当する数に一又は二を加えて得た数に相当する号給数とするものとする。ただし、当該職員について法第二十九条第一項に規定する懲戒処分（以下「懲戒処分」という。）を行つた場合その他の昇給させることが適当でないと認められる場合にあつては、この限りでない。
９　前項本文の場合において、昇給日の翌年の昇給日（以下「翌昇給日」という。）における当該職員に係る昇給号給数は、基準号給数に相当する数から前項の規定により加えた数を減じて得た数に相当する号給数とするものとし、昇給号給数が負となることを妨げない。
10　第四項に規定する期間の全部を良好な成績を下回る成績で勤務した職員（職員基本条例第十五条第一項の人事評価の対象となる職員に限り、第七項に規定する職員を除く。）であつて、人事評価の結果を昇給に反映する上で特別の考慮を必要とするものとして人事委員会規則で定めるものに係る翌昇給日における昇給号給数は、基準号給数に相当する数に四を加え、昇給日における昇給号給数に相当する数を減じて得た数に相当する号給数とするものとする。ただし、当該職員について懲戒処分を行つた場合その他の昇給させることが適当でないと認められる場合にあつては、この限りでない。
11　前二項の場合において、当該職員が昇給日から翌昇給日までの間に第三項に規定する場合に該当することとなつたときの翌昇給日における当該職員に係る昇給号給数は、前二項の規定にかかわらず、人事委員会規則で定めるところによる。
12―15　（略）
（短時間勤務職員の給料月額）

第六条の二　育児休業法第十条第三項の規定により同条第一項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（同法第十七条の規定による短時間勤務をすることとなつた職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）の給料月額は、第五条第一項から第三項まで及び第十五項並びに前条の規定にかかわらず、これらの規定による給料月額に、勤務時間条例第二条第二項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第一項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。
２　法第二十八条の五第一項の規定により採用された職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、第五条第十五項及び前条の規定にかかわらず、これらの規定による給料月額に、勤務時間条例第二条第三項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第一項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

３　（略）
	（初任給、昇給、昇格等の基準) 
第五条　（略）
２・３　（略）
４　職員（指定職給料表の適用を受ける職員を除く。）の昇給は、人事委員会規則で定める日に、任命権者（豊中市立学校、池田市立学校、箕面市立学校、豊能町立学校及び能勢町立学校の職員のうち市町村立学校職員給与負担法第一条に規定する職員については、府の教育委員会とする。以下同じ。）が定める期間におけるその者の勤務成績に応じて、行うものとする。
５―７　（略）
８―11　（略）
（短時間勤務職員の給料月額）

第六条の二　育児休業法第十条第三項の規定により同条第一項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（同法第十七条の規定による短時間勤務をすることとなつた職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）の給料月額は、第五条第一項から第三項まで及び第十一項並びに前条の規定にかかわらず、これらの規定による給料月額に、勤務時間条例第二条第二項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第一項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。
２　法第二十八条の五第一項の規定により採用された職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、第五条第十一項及び前条の規定にかかわらず、これらの規定による給料月額に、勤務時間条例第二条第三項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第一項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

３　（略）

	
	


附　則
（施行期日）
１　この条例は、令和四年一月一日から施行する。
（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）
２　職員の育児休業等に関する条例（平成四年大阪府条例第一号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（育児休業をした職員の職務復帰後における給料月額の調整）

第八条　育児休業をした職員が職務に復帰した場合において、他の職員との権衡上必要があると認めるときは、その者に係る育児休業の期間を百分の百以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして昇給の場合に準じ、その職務に復帰した日及び同日後最初の昇給日（職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）第五条第四項に規定する昇給日をいう。）又はそのいずれかの日において、その者の給料月額を調整することができる。
	（育児休業をした職員の職務復帰後における給料月額の調整）

第八条　育児休業をした職員が職務に復帰した場合において、他の職員との権衡上必要があると認めるときは、その者に係る育児休業の期間を百分の百以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして昇給の場合に準じ、その職務に復帰した日及び同日後最初の昇給日（職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）第五条第四項の人事委員会規則で定める日をいう。）又はそのいずれかの日において、その者の給料月額を調整することができる。

	
	


（職員の配偶者同行休業に関する条例の一部改正）
３　職員の配偶者同行休業に関する条例（平成二十六年大阪府条例第百七十六号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（配偶者同行休業をした職員の職務復帰後における給料月額の調整）

第十一条　配偶者同行休業をした職員が職務に復帰した場合において、他の職員との権衡上必要があると認められるときは、その者に係る配偶者同行休業の期間を百分の五十以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして昇給の場合に準じ、その職務に復帰した日及び同日後最初の昇給日（職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）第五条第四項に規定する昇給日をいう。）又はそのいずれかの日において、その者の給料月額を調整することができる。

２　（略）
	（配偶者同行休業をした職員の職務復帰後における給料月額の調整）

第十一条　配偶者同行休業をした職員が職務に復帰した場合において、他の職員との権衡上必要があると認められるときは、その者に係る配偶者同行休業の期間を百分の五十以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして昇給の場合に準じ、その職務に復帰した日及び同日後最初の昇給日（職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）第五条第四項の人事委員会規則で定める日をいう。）又はそのいずれかの日において、その者の給料月額を調整することができる。

２　（略）
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